
令和６年度鳥獣類の生息状況調査及び鳥獣保護区検討業務

：

No

1

2

3

4

6

7

8

9

※No.3～No.7の証明書類は、コピーでも可とします。
※申請書等の内容は、本入札に係る業務のみで用いるものとし、無断で公表又は他の用途へは使用しません。

※書類等の作成に係る費用は、 申請者の負担とします。

提出年月日　： 令和　　年　　月　　日

申請者
（商号または名称）

提 出 書 類 等 確 認 票

確認

5
・税務署が発行する消費税及び地方消費税に未
納税額がないことの証明書
（発行後、３か月以内のもの）

提 出 書 類 内 容

提出書類等確認表

一般競争入札参加資格確認申請書（第1号様式）

労働保険に加入していることが確認できる書類（加入
義務がない場合を除く）

※本様式です。

・申請日直近の、労働保険料の納入が済んだこと
がわかる書類の写し
例）領収証書、口座振替結果のお知らせ、納入額
の告知書と振込・口座振替明細　等

・申請日直近の、厚生年金・健康保険料の納入が
済んだことがわかる書類の写し
例）領収証書、社会保険料納入証明書、納入額の
告知書と振込・口座振替明細　等

説 明

入札保証金の納付確認（第3号様式） 必要に応じて書類を添付

・設立協定書もしくは
　契約書の写し
※必要の場合のみ

資格確認後、同封筒により一般競争入札参加資
格確認通知書を送付するため。

※共同企業体もしくはコンソーシアムの場合は、
全ての構成員について提出が必要

共同企業体としての入札参加の場合、共同企業体の
設立協定書が締結されていることがわかる書類。
またはコンソーシアムによる入札参加の場合、契約書
が締結されていることがわかる書類。

申請者の所在地及び商号又は名称を記載した
返信用封筒
（84円切手を添付した長形３号封筒）

納付義務のある県税に未納がないことを証明する書
類

健康保険・厚生年金保険に加入していることが確認で
きる書類（加入義務がない場合を除く）

沖縄県内に本社、支社、支店、営業所等を有すること
がわかる書類

・登記事項証明書
（履歴事項全部証明書）など

過去３年の間に国（独立行政法人、公社及び公団を含
む）又は沖縄県若しくは沖縄県以外の地方公共団体
が発注した、沖縄県内の鳥獣類の生息状況調査に関
する一以上の調査業務を誠実に履行した実績証明

・契約書等で発注者、契約内容、履行期間、契約
金額等がわかる書類
過去3年間（令和２年4月1日以降の契約締結に限
る）の実績を確認します。
※過去2年間に国（独立行政法人、公社及び公団
を含む）又は地方公共団体と種類及び規模をほ
ぼ同じくする契約を２回以上にわたって締結し、か
つ、これらを全て誠実に履行した実績であれば、
入札保証金の納付が免除されます。

・都道府県が発行する都道府県税に未納がない
ことの証明書
（発行後、３か月以内のもの）



令和６年度鳥獣類の生息状況調査及び鳥獣保護区検討業務 
第１号様式 

令和  年  月  日 
 

一般競争入札参加資格確認申請書 
 

沖縄県知事 殿 
 

住 所 
法 人 名 
代表者名                

 
 
 「令和６年度鳥獣類の生息状況調査及び鳥獣保護区検討業務」の一般競争入札への参加申請を行う

にあたり、下記の競争入札参加資格の内容については事実と相違ないことを誓約します。 

 あわせて、競争入札参加資格を有することが確認できる書類一式及び入札保証金に関係する書類

を提出します。 

 

記 

 
(1) 本業務の仕様書等に示した全ての内容を円滑に履行することができる者であること。 

(2) 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４に規定する者に該当しない者

であること。 

(3) 沖縄県から指名停止措置が講じられている期間中の者でないこと。 

  (4) 沖縄県暴力団排除条例第２条（平成 23年条例第 35 号）第２号に規定する暴力団員又は

暴力団と密接な関係を有する者に該当しないこと。 

  (5) 労働関係法令を遵守しており、加入義務のある社会保険（労働保険、健康保険及び厚生

年金保険）に加入し、保険料の滞納がないこと。 

(6) 納付義務のある県税、消費税及び地方消費税の滞納がないこと。 

  (7) 沖縄県内に本社、支社、支店、営業所等を有すること。 

  (8)  過去３年の間に国（独立行政法人、公社及び公団を含む）又は沖縄県若しくは沖縄県以

外の地方公共団体が発注した、鳥獣類の生息状況調査に関する一以上の調査業務を誠実に

履行したこと。 

(9) 共同企業体の場合、共同企業体の設立協定書が締結されていること。 

(10) コンソーシアムの場合、全ての構成員間で契約書が締結されていること。 

 

※1 共同企業体もしくはコンソーシアムの場合は、すべての構成員について提出が必要です。 

※2 ただし共同企業体（もしくはコンソーシアム。以下、共同企業体等とする。）の場合は、（1）～（5）については

すべての共同企業体等構成員が、（6）～（7）については共同企業体等構成員のいずれかが満たすことが必要です。 



（第 2 号様式） 

 

質 問 書           

 

質問日： 

商 号： 

担当者名： 

連絡先 

（TEL・FAX・email）： 

 

委託業務の名称：令和６年度鳥獣類の生息状況調査及び鳥獣保護区検討業務 

 

№ 質 問 事 項        

  

 回 答 

  

・入札に係る質問事項受付期間等 

    受付期間：令和６年８月 13 日(火) 午後５時まで 

    質問方法：質問書を e-mail 又は FAX で下記問い合わせ先へ送付すること。 
    回答方法：沖縄県ホームページ（公募・入札発注情報）に随時掲載する。 
・問い合わせ先 

  沖縄県環境部自然保護課 担当：小橋川 

  F A X：098-866-2855 
  e-mail：aa039004@pref.okinawa.lg.jp 

※メールの件名の頭に「【令和６年度鳥獣類の生息状況調査及び鳥獣保護区検討業務】」と
つけること。 



入札保証金について 

 

入札保証金の納付に関して確認するため、別添の第３号様式「入札保証金の納付確認」を一般

競争入札参加資格確認申請書とともに提出すること。 

提出期限：令和６年８月 13 日（火） 午後 5時まで 

 

１ 入札保証金の額 

見積もる契約金額の 100 分の５以上とします。もし足りない場合、入札は無効となります。 

 

２ 入札保証金の還付 

入札保証金は、地方自治法第234 条第４項に該当する場合を除き、入札終了後に還付します。 

ただし、落札者の入札保証金は、納付すべき契約保証金の金額又は一部に充当します。 

 

３ 入札保証金の免除 

沖縄県財務規則第 100 条第２項の規定に基づき、下記に該当する場合は、入札保証金を免除

することができます。 

ア 入札に参加しようとする者が入札保証金以上の金額につき、保険会社との間に県を被保険者

とする入札保証保険契約を締結し、その証書を以下期日までに提出した場合 

提出期日：令和６年８月 13 日（火） 午後５時まで 

イ 過去２箇年の間に国（独立行政法人、公共及び公団を含む）又は地方公共団体と同種、同規

模の契約を２回以上にわたって締結し、かつ、これらを全て誠実に履行したことを証明する

書類を以下期日までに提出した場合（第３号様式関係） 

提出期日：令和６年８月 13 日（火）  午後５時まで 

 

４ 現金で納付する場合 

納付方法 

⑴ 自然保護課に次の必要書類（「入札保証金納付書発行依頼書」及び「債務者登録書」）を

請求し、必要事項を記入のうえ、自然保護課へ提出する。 

（必要書類の請求は、令和６年８月８日（木）午後３時まで） 

⑵ 納付した後、領収書の写しを自然保護課へ令和６年８月 19日（月）の午後５時までに提

出すること。 



第 3 号様式 

入札保証金の納付確認 

 

業務名：令和６年度鳥獣類の生息状況調査及び鳥獣保護区検討業務 

 

法 人 名：              

 

１ 入札保証金の納付に関して、下記の a～cのうち該当する番号に○を記入すること。 

a  入札保証金の納付 → 自然保護課に必要書類を８月８日（木）までに請求すること。 

b  入札保証保険契約による免除 → 保険証書を提出すること。 

c  過去２年の実績による免除 → 以下に業務実績を記入すること。 

  

２ 入札保証金の免除に該当する過去２箇年の業務実績 

発 注 者 業  務  名 
契約金額 

（税込み） 
履行期間 
着手年月 

 
完了年月 

     

     

     

     

※１ 契約書やテクリス等で発注者、契約内容、履行期間、契約金額等がわかる書類を添付する

こと（コピーの提出可） 

※２ 2022 年 4 月 1 日以降の契約締結日に限る 



第 4 号様式 

入札保証金納付書発行依頼書 

 
沖縄県知事 殿 

令和  年  月  日 

住 所 

商号又は名称 

代表者名                
 
 

下記の委託業務について、入札保証金を納付したいので納付書の発行をお願いします。 
 

記 
 

業務名：令和６年度鳥獣類の生息状況調査及び鳥獣保護区検討業務  
 

入札保証金額：             円 
 
 
注１）入札保証金の金額は、見積る契約金額（入札金額に消費税を加えた金額）の 100 

分の５以上です。不足した場合は入札が無効となるので注意してください。 

注２）入札保証金について示した提出日時までに自然保護課へ本書を郵送又は持参し、

納付書の交付を受けること。 

納付後は、領収書の写しを令和６年８月 19 日（月）午後５時までに郵送又は持

参により提出すること。 

 



 

 

委 任 状 

 

 

  私は、            を代理人と定め、下記入札に関する一切の権限を

委任致します。 

 

記 
 
 

 
１ 業 務 名   令和６年度鳥獣類の生息状況調査及び鳥獣保護区検討業務 

 
 

 

２ 代理人使用印鑑 

 

 

令和  年  月  日 

 

委任者 住  所 

  商号又は名称 

氏  名              

    

 

沖縄県知事 玉城 康裕 殿 

 

 



様式第５６号（その１）

億 千 百 拾 万 千 百 拾 円

入 札 の 目 的 令和６年度鳥獣類の生息状況調査及び鳥獣保護区検討業務

引 渡 の 場 所 沖縄県環境部自然保護課

引 渡 の 方 法 直接引渡し

入 札 保 証 金

数量 単価

令和　　　年　　　月　　　日

住　所

入札者 商　号　 印

氏　名

代理人 住　所

氏　名 印

　沖縄県知事　　　　玉　城　　康　裕　　　殿

　上記金額にその100分の10に相当する金額を加算した金額（当該額に１円未満の端数があるときは、その端数を
切り捨てた金額）をもって納入したいので御呈示の設計書、仕様書、契約条項（請書条項）及び財務規則（昭和４
７年沖縄県規則第１２号）並びに御指示の事項を承認して入札致します。

(注意）代理人が入札する場合

内　　　　　　　　　　　　　　　　　訳　　

品　　　　　名 規　　格 金　　額 備　　考

入 札 金 額

　　　入　　　札　　　書　　（工事を除く）


